
内閣府

平成２５年度 平成２６年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

施策名：１ 公文書管理制度の適切かつ円滑な運用（政策１－施策①）

0001 公文書管理推進経費 2 2 1
事業全体の抜
本的改善

事業全体の改善や効率化を検討し、概算要求に適
切に反映すべき。

2 2 ▲ 0 - 執行等改善
予算の執行実績を勘案し、予算の積算を見直し
た。

大臣官房 一般会計
（項）公文書管理関連政策費
（大事項）公文書等管理政策に必要な経費

新24-
0001

前年度新規

0002 公文書等の管理・保存構想検討経費 14 14 14 現状通り
今後の関係施策の推進に資するよう、引き続き事
業の成果について適切に検証すべき。

13 50 38 - 現状通り
引き続き適正な予算の執行、事業成果の検証に努
める。

〃 〃 〃 0005

施策名：２ 重要施策に関する広報（政策２－施策①）

0003 放送諸費 619 619 810 現状通り
引き続き、効果的・効率的な事業の実施に努める
こと。特に、予算の範囲内に収まるよう事業の実
施について検討し、効率化をに努めること。

491 491 - - 現状通り
実施した重点テーマの広報について分析を行い、
ＰＤＣＡサイクルの実施を基本に据え、引き続き
効率的・効果的な広報に努める。

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費
（大事項）政府広報の実施等に必要な経費

0007

0004 出版諸費 2,122 2,122 2,037 現状通り
引き続き、効果的・効率的な事業の実施に努める
こと。また、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

2,122 2,122 0 - 現状通り
実施した重点テーマの広報について分析を行い、
ＰＤＣＡサイクルの実施を基本に据え、引き続き
効率的・効果的な広報に努める。

〃 〃 〃 0009

0005 対外広報諸費 398 398 394 現状通り
引き続き、効果的・効率的な事業の実施に努める
こと。また、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

350 285 ▲ 65 - 現状通り
実施した重点テーマの広報について分析を行い、
ＰＤＣＡサイクルの実施を基本に据え、引き続き
効率的・効果的な広報に努める。

〃 〃 〃 0011

0006 事業諸費 640 640 520 現状通り
引き続き、効果的・効率的な事業の実施に努める
こと。また、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

610 3,829 3,219 - 現状通り
実施した重点テーマの広報について分析を行い、
ＰＤＣＡサイクルの実施を基本に据え、引き続き
効率的・効果的な広報に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」3,220百万円

〃 〃 〃 0012

0007 政府広報ホームページ事業諸費 126 126 122 現状通り
引き続き国民に対し分かりやすい情報の発信に努
め、効率的に執行した実績を概算要求に反映させ
ること。

161 111 ▲ 50 - 現状通り
予算の効率的な執行に努め要求額の縮減を行っ
た。引き続き国民に対し分かりやすい情報の発信
に努め、効率的・効果的な広報に努める。

〃 〃 〃 0013

施策名：３ 世論の調査（政策２－施策②）

0008 世論調査諸費 158 158 145 現状通り
引き続き、効果的・効率的な執行に努め、実績を
概算要求に反映させること。

158 156 ▲ 2 ▲ 2 縮減 執行実績を踏まえて要求額の見直しを行った。 大臣官房 一般会計
（項）政府広報費
（大事項）政府広報の実施等に必要な経費

0014 ○

施策名：４ 化学兵器禁止条約に基づく遺棄化学兵器の廃棄処理（政策３－施策①）

0009 遺棄化学兵器廃棄処理事業担当室経費 253 253 216 現状通り
引き続き、事務経費の効率的な執行に努めるこ
と。

252 256 4 - 現状通り 引き続き事務経費の効率的な執行に努めていく。 大臣官房 一般会計
（項）遺棄化学兵器廃棄処理事業費
（大事項）遺棄化学兵器廃棄処理事業に必要
な経費

0016

0010 遺棄化学兵器廃棄処理事業経費 20,518 21,043 20,118 現状通り
引き続き、事業の進捗状況等を把握し、都度、事
業計画を見直し、経費の使途等を精査・確認の
上、効果的・効率的な事業の実施に努めること。

20,873 27,514 6,641 - 現状通り
引き続き、効果的、効率的な事業の実施を務めて
いく。

〃 〃 〃 0017

施策名：５　原子力災害対策の充実・強化（政策４－施策①）

0011 原子力災害対策に必要な経費 12,872 25 - 現状通り

予算を繰り越したことから本事業は来年も外部有
識者の点検を依頼する予定であるため、今後の事
業の効率的な執行に資するよう、類似事業の再整
理の可否につき検討すべき。

- - - - 現状通り 平成26年度要求なし。
24年度1次補正予算
12,872百万円

大臣官房 一般会計
（項）原子力災害対策費
（大事項）原子力災害対策に必要な経費

― 前年度新規 ○

0012 原子力施設等防災対策等交付金 2,740 897 61 現状通り

本事業は予算計上所管の変更により、内閣府の事
業としては、平成24年度限りで廃止し、平成25年
度は復興庁計上事業として実施している。今後の
事業の効率的な執行に資するよう、既存の行政上
の計画や制度の運用との関係性を整理すべき。

- - - - 廃止
所見欄に記載のとおり、平成24年度限りで廃止す
る。

平成25年度以降は復興
庁において予算計上
（事業番号：復興庁 25
新-007）

〃
東日本大震災
復興特別会計

（項）原子力安全確保費
（大事項）原子力の安全確保に必要な経費

新25-
0012

前年度新規 ○

0013 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金 6,230 5,253 3,759 現状通り
引き続き、適切な予算執行を確保すべき。ただ
し、今後の事業の効率的な執行に資するよう、既
存の類似の施策との関係性を再整理すべき。

11,047 20,844 9,797 - 現状通り 引き続き事業の効率的な執行に努める。
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」12,004百万円

〃

エネルギー対
策特別会計電
源開発促進勘

定

（項）原子力安全規制対策費
（大事項）原子力の安全規制対策に必要な経
費

新25-
0017

前年度新規 ○

施策名：６ 政府調達に係る苦情処理についての周知・広報（政策５－施策①）

0014 政府調達苦情処理の推進に必要な経費 3 3 1 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効率的
執行に留意すべき。

3 3 0 - 現状通り

概算要求においては、苦情申立てがなされた場合
に政府調達苦情検討委員会を開催するために最低
限必要となる経費を要求する。また、制度の更な
る周知を図るため、英訳ページの更新等のＨＰ改
善を行うとともに、英訳の制度周知パンフレット
を作成するための経費を要求する。

政策統括官（経
済財政運営担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費
（大事項）経済財政政策の企画立案等に必要
な経費

0025

施策名：７ 対日直接投資の推進（政策５－施策②）

0015 対日直接投資の促進に必要な経費 9 9 6 現状通り

引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効率的
執行に留意すべき。なお、対日投資促進という上
位目標を達成する観点から、事業効果の把握に努
めるべき。

9 9 0 - 現状通り
事業の適切な進捗管理、予算の効率的執行に留意
する。また、上位目標の達成のため、事業効果の
把握に努める。

政策統括官（経
済財政運営担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費
（大事項）経済財政政策の企画立案等に必要
な経費

0026 その他

施策名：８ 緊急雇用対策の実施（政策５－施策③）

0016
実践キャリア・アップ戦略の実施に必要な経
費

13 13 5 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効率的
執行に留意すべき。

348 268 ▲ 80 - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効率的
執行に留意する。

24年度は復興特会（事
業番号009）で別途計上
（補正後予算額・執行
可能額580百万円、執行
額404百万円）

政策統括官（経
済財政運営担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費
（大事項）経済財政政策の企画立案等に必要
な経費

0028、
0029

○

施策名：９ 道州制特区の推進（政策５－施策④）

0017 道州制特区の推進に必要な経費 2 2 0
事業内容の改

善
執行実績に見合う予算計上となっているかどうか
検討すべき。

1 1 ▲ 0 ▲ 0 縮減

所見及び執行実績を踏まえ、道州制特区計画の実
施状況調査に必要な経費について、実施状況調査
の対象地域を精査し、その結果、平成26年度予算
については、減額要求を行った。

政策統括官（経
済財政運営担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費
（大事項）経済財政政策の企画立案等に必要
な経費

0030

施策名：１０ 「地域経済活性化支援機構法」に基づく地域活性化事業等の推進（政策５－施策⑤）

0018
「地域経済活性化支援機構法」に基づく地域
活性化事業等のための預金保険機構出資金

3,000 3,000 3,000 現状通り

引き続き、事業の適切な進捗管理に留意するとと
もに、事業効果の把握に努めるべき。なお、機構
の設立自体ではなく、機構の事業運営プロセスを
含めたトータルに評価する観点からの事業効果の
把握に努めるべき。

- - - - 現状通り
引き続き、機構業務の適切な進捗管理、事業効果
の把握に努める。

24年度1次補正予算
3,000百万円

政策統括官（経
済財政運営担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費
（大事項）経済財政政策の企画立案等に必要
な経費

― 前年度新規

施策名：１１ 民間資金等活用事業の推進（PFI基本方針含む）（政策５－施策⑥）

0019 民間資金等活用事業調査等に必要な経費 46 46 26
事業内容の改

善
執行実績に見合う予算計上となっているかどうか
検討すべき。

32 47 15 - 執行等改善

執行実績が予算を下回っているのは、一般競争入
札等実施した結果、落札率が低い案件が複数発生
したことによるものである。平成２６年度概算要
求においても、個々の委託調査の成果につき、使
途を想定した上で適正な予算単価を採用し、要求
することとする。

24年度1次補正予算
7百万円

政策統括官（経
済社会システム
担当）

一般会計
（項）経済財政政策費
（大事項）経済財政政策の企画立案等に必要
な経費

0034 ○

施策名：１２ 競争の導入による公共サービスの改革の推進（公共サービス改革基本方針含む）（政策５－施策⑦）

0020
競争の導入による公共サービスの改革の推進
に必要な経費

27 27 18 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

22 19 ▲ 3 ▲ 3 縮減

今後とも、事業内容の精査、契約における競争性
の確保などにより、予算の効率的執行に努めると
ともに、経済新生政策調査費等の見直し等によ
り、予算の更なる縮減を行う。

政策統括官（経
済社会システム
担当）

一般会計
（項）経済財政政策費
（大事項）経済財政政策の企画立案等に必要
な経費

0037 ○

施策名：１３ 市民活動の促進（政策５－施策⑧）

0021 市民活動の促進に必要な経費 114 114 80 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

123 185 62 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームのご指摘を踏まえ、
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などを通して、予算の効率的執行に
努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」84百万円

政策統括官（経
済社会システム
担当）

一般会計
（項）経済財政政策費
（大事項）経済財政政策の企画立案等に必要
な経費

0033 ○

施策名：１４ ＮＰＯ等の運営力強化を通じた復興・被災者支援の推進（政策５－施策⑨）

補助
金等

平成２５年行政事業レビュー事業単位整理票兼点検結果の平成２６年度予算概算要求への反映状況調表

事業
番号

事　　業　　名
平成２４年度
補正後予算額

平成２４年度

担当部局庁
執行可能額

差引き
備　考

評価結果

（単位：百万円）

執行額
会計区分 項・事項

平成24年
レビュー
シート番号

外部有識者チェック対
象（公開プロセス含
む）
※対象となる場合、理
由を記載

行政事業レビュー推進チームの所見
委託
調査

基金
所見の概要 反映内容

Ｃのうち
反映額
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平成２５年度 平成２６年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

事業
番号

事　　業　　名
平成２４年度
補正後予算額

平成２４年度

担当部局庁
執行可能額

差引き
備　考

評価結果

（単位：百万円）

執行額
会計区分 項・事項

平成24年
レビュー
シート番号

外部有識者チェック対
象（公開プロセス含
む）
※対象となる場合、理
由を記載

行政事業レビュー推進チームの所見
委託
調査

基金
所見の概要 反映内容

Ｃのうち
反映額

施策名：１５ 国内の経済動向の分析（政策５－施策⑩）

0022 国内の経済動向調査等に必要な経費 48 48 38 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

47 61 14 - 現状通り
今後とも、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に努
める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」13百万円

政策統括官（経
済財政分析担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費
（大事項）経済財政政策の企画立案等に必要
な経費

0042

施策名：１６ 国内の経済動向に係る産業及び地域経済の分析（政策５－施策⑪）

0023
国内の経済動向に係る産業及び地域経済の調
査等に必要な経費

123 123 116 現状通り

引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効率的
執行に留意すべき。なお、１者応札についてはそ
の原因を分析し、契約における競争性の確保に努
め、一層の予算の効率的執行に留意すべき。

122 129 8 - 現状通り

１者応札についてその原因を分析し、契約におけ
る競争性の確保に努めるとともに、一般競争入札
の参入の容易化を図り、入札後は定期的に支出状
況及び進捗状況を把握する等、より一層の経費削
減、効率化を図る。また、国庫債務負担行為を活
用した、複数年度契約の実施などの取組を継続す
る。

政策統括官（経
済財政分析担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費
（大事項）経済財政政策の企画立案等に必要
な経費

0043 その他

施策名：１７ 海外の経済動向の分析（政策５－施策⑫）

0024 海外の経済動向調査等に必要な経費 35 35 33 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

34 34 ▲ 0 ▲ 0 縮減
平成26年度概算要求では、使用頻度が比較的低い
データソースを見直した（▲1百万円）

政策統括官（経
済財政分析担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費
（大事項）経済財政政策の企画立案等に必要
な経費

0044

施策名：１８ 中心市街地活性化基本計画の認定（政策６－施策①）

0025 中心市街地活性化の推進に必要な経費 12 12 6 現状通り
予算の執行状況を踏まえ概算要求を行うととも
に、執行に当たっては更なる経費の効率化に努め
るべき。

11 16 6 - 現状通り
行政事業レビューの結果を踏まえ、より効率的な
予算の執行に努めて行く。

地域活性化推進
室

一般会計
（項）地域活性化政策費
（大事項）地域活性化政策の推進に必要な経
費

0045 ○

施策名：１９ 構造改革特区計画の認定（政策６－施策②）

0026 構造改革特別区域の認定等に必要な経費 26 26 21 現状通り
予算の執行状況を踏まえ概算要求を行うととも
に、執行に当たっては更なる経費の効率化に努め
るべき。

25 25 0 - 現状通り
行政事業レビューの結果を踏まえ、より効率的な
予算の執行に努めて行く。

地域活性化推進
室

一般会計
（項）地域活性化政策費
（大事項）地域活性化政策の推進に必要な経
費

0046

施策名：２０ 地域再生計画の認定（政策６－施策③）

0027 地域再生計画の認定等に必要な経費 28 28 20 現状通り
予算の執行状況を踏まえ概算要求を行うととも
に、執行に当たっては更なる経費の効率化に努め
るべき。

29 28 ▲ 1 - 現状通り
行政事業レビューの結果を踏まえ、より効率的な
予算の執行に努めて行く。

地域活性化推進
室

一般会計
（項）地域活性化政策費
（大事項）地域活性化政策の推進に必要な経
費

0047

施策名：２１ 地域再生基盤強化交付金の配分計画の策定（政策６－施策④）

0028
地域再生の推進のための施設整備に必要な経
費

69,300 59,393 58,080 現状通り
引き続き、効果測定や検証を行い、交付金活用の
ためのフォローアップを行うべき。

50,220 58,750 8,530 - 現状通り
今後も本交付金の制度、メリットの周知を図ると
ともに、引き続き、効率的な執行に努める。

24年度1次補正予算
13,500百万円
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」13,560百万円

地域活性化推進
室

一般会計
（項）地域再生推進費
（大事項）地域再生の推進のための施設整備
に必要な経費

0048 その他 ○

0029
地域再生の推進のための施設整備に必要な経
費

5,761 3,782 3,699 現状通り
引き続き、効果測定や検証を行い、交付金活用の
ためのフォローアップを行うべき。

- - - - 現状通り 平成24年度限りの経費 〃
東日本大震災
復興特別会計

〃
新24-
0013

前年度新規 ○

施策名：２２ 地域再生支援利子補給金の支給（政策６－施策⑤）

0030
地域再生の推進のための利子補給金の支給に
必要な経費

171 171 153 現状通り
﻿事業の進捗状況の把握に努め、実態に即した適正
な予算となるよう留意すべき。 223 250 27 - 現状通り

事業の進捗状況を把握し、実態に即して積算し
た。

地域活性化推進
室

一般会計
（項）地域活性化政策費
（大事項）地域活性化政策の推進に必要な経
費

0049 ○

施策名：２３ 特定地域再生計画の推進（政策６－施策⑥）

0031 特定地域再生計画の推進に必要な経費 500 198 4
事業全体の抜
本的改善

事業の補助目的、効果・成果等を明確にするな
ど、事業全体のスキームを大幅に見直すべき。

300 250 ▲ 50 ▲ 100 縮減
外部有識者等の所見を踏まえ、補助対象の絞り込
み等の見直しを行い、予算の減額要求を行った。

地域活性化推進
室

一般会計
（項）地域活性化政策費
（大事項）地域活性化政策の推進に必要な経
費

新24-
0004

前年度新規 ○

施策名：２４ 総合特区の推進（政策６－施策⑦）

0032
総合特区計画に基づく支援措置等に必要な経
費

124 124 51 現状通り
事業の進捗状況の把握に努め、実態に即した適正
な予算となるよう留意すべき。

315 534 219 - 現状通り
事業の進捗状況を把握し、実態に即して積算し
た。

地域活性化推進
室

一般会計
（項）地域活性化政策費
（大事項）地域活性化政策の推進に必要な経
費

0051 ○

0033 総合特区の推進調整に必要な経費 13,840 14,980 3,477
事業内容の改

善
決算結果の分析を行い、概算要求に反映すべき。 12,400 11,500 ▲ 900 ▲ 900 縮減

執行状況を踏まえ、使途拡充及び運用改善に係る
要求を行うとともに、予算の減額要求を行った。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」2,800百万円

〃 〃
（項）総合特区推進調整費
（大事項）総合特区の推進調整に必要な経費

0052

施策名：２５ 「環境未来都市」構想の推進（政策６－施策⑧）

0034 環境未来都市の推進に必要な経費 1,086 1,094 808
事業内容の改

善
事業の効率化や改善を検討し、概算要求に反映す
べき。

200 180 ▲ 20 ▲ 20 縮減
効率的な事業運営を検討し、予算の減額要求を
行った。

地域活性化推進
室

一般会計
（項）地域活性化政策費
（大事項）地域活性化政策の推進に必要な経
費

0050 ○ ○

施策名：２６ 都市再生安全確保計画の策定の促進（政策６－施策⑨）

0035 都市安全確保計画の策定の促進に必要な経費 150 150 63 現状通り
今後の関係施策の推進に資するよう、事業の成果
について適切に検証すべき。

- - - - 現状通り 平成24年度限りの経費
地域活性化推進
室

東日本大震災
復興特別会計

（項）地域活性化政策費
（大事項）地域活性化政策の推進に必要な経
費

新24-
0014

前年度新規 ○

施策名：２７ 地域分権改革に関する施策の推進（政策７－施策①）

施策名：２８ 原子力研究開発利用に係る政策の検討・情報発信等（政策８－施策①）

0037 原子力政策の検討及び適切な情報発信等 87 87 70 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

84 84 ▲ 0 - 執行等改善
予算の効率的な執行に留意しつつ、引き続き事業
予算の執行管理を徹底し、効率的、効果的な事業
の実施に努める。

政策統括官（科
学技術・イノ
ベーション担
当）

一般会計
（項）科学技術政策費
（大事項）総合科学技術政策の企画立案等に
必要な経費

0059 ○

施策名：２９ 宇宙開発利用の推進（政策９－施策①）

施策名：３０ 実用準天頂衛星システムの開発・整備・運用（政策９－施策②）

0038 実用準天頂衛星システム事業の推進 10,597 329 174
事業内容の改

善

本事業は専門性が高い仕様であろうが、事業の進
捗は確実に把握し、内容の精査をするように努め
ること。また、今後の執行に当たっては、必ず外
部有識者の所見も踏まえ検討をすること。

10,555 9,821 ▲ 734 - 執行等改善

事業の進捗を把握し、効率的な観点からも業務内
容を精査し、実績を確定することとしている。ま
た、事業の執行に当たっては、外部有識者から所
見も得つつ、事業を進めることとしている。

平成24年度10,268百万
円を翌年度へ繰越済
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」1,000百万円

宇宙戦略室 一般会計
（項）宇宙開発利用政策費
（大事項）宇宙開発利用政策の企画立案等に
必要な経費

新24-
0010

前年度新規

施策名：３１ 防災に関する普及・啓発（政策１０－施策①）

0039 防災に関する普及・啓発に必要な経費 621 397 355 現状通り

引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。なお、補助事業については、補助金交
付先における使途を明確にし、透明性の担保に努
めるべき。

431 428 ▲ 3 - 現状通り

引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行につ
とめる。補助事業についても、行政事業レビュー
推進チームの所見を踏まえ、予算の適正な執行に
つとめる。

24年度1次補正予算
255百万円
経済危機対応・地域活
性化予備費
31百万円
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」61百万円

政策統括官（防
災担当）

一般会計
（項）防災政策費
（大事項）防災基本政策の企画立案等に必要
な経費

0065 その他 ○

0040 防災広報経費 13 13 5 現状通り
平成24年度限りの事業だが、今後の関係施策の推
進に資するよう、他事業との関係性について整理
すべき。

- - - - 廃止 平成24年度限り。平成26年度概算要求なし。 〃
東日本大震災
復興特別会計

（項）防災政策費
（大事項）防災基本政策に必要な経費

新24-
0017

前年度新規

2/9



平成２５年度 平成２６年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

事業
番号

事　　業　　名
平成２４年度
補正後予算額

平成２４年度

担当部局庁
執行可能額

差引き
備　考

評価結果

（単位：百万円）

執行額
会計区分 項・事項

平成24年
レビュー
シート番号

外部有識者チェック対
象（公開プロセス含
む）
※対象となる場合、理
由を記載

行政事業レビュー推進チームの所見
委託
調査

基金
所見の概要 反映内容

Ｃのうち
反映額

0041
民間と市場の力を活かした安全な地域づくり
経費

29 29 23 現状通り

平成24年度限りの事業だが、事業目的に対する適
切な成果目標及び成果実績（アウトカム）及び活
動指標及び活動実績（アウトプット）を設定し、
事業の成果について適切に検証すべき。

- - - - 廃止

平成26年度概算要求なし。平成24年度限りの事業
については、今後の参考データ取得のため、指定
公共機関等への取組の普及率を調査したところ。
ご指摘を踏まえ、今後の関連施策において、適切
な成果目標及び成果実績（アウトカム）を設定
し、事業成果について適切に検証する。なお、今
後、官民連携した社会全体としての事業継続体制
を構築するため、行政における業務継続体制の充
実・強化（防災計画の推進経費）と民間企業にお
ける事業継続体制の充実・強化（民間と市場の力
を活かした安全な地域づくり経費）を合わせて、
「社会全体としての事業継続体制の構築推進経
費」として新規要求を行う。

〃 〃 〃
新24-
0018

前年度新規 ○

施策名：３２ 国際防災協力の推進（政策１０－施策②）

0042 国際防災協力の推進に必要な経費 135 135 120 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

177 180 3 - 現状通り
今後も効率的な予算執行に努めながら、国際防災
協力の推進を図ってまいりたい。

政策統括官（防
災担当）

一般会計
（項）防災政策費
（大事項）防災基本政策の企画立案等に必要
な経費

0066

0043 国際防災会議等出席経費 2 2 2 現状通り
平成24年度限りの事業だが、今後の関係施策の推
進に資するよう、他事業との関係性について整理
すべき。

- - - - 廃止

平成26年度概算要求なし。平成24年度限りの事業
であるが、東日本大震災の際の国際社会からの多
大な支援に報いるため、今後も一般会計における
国際防災会議等出席経費を利用して国際会議等に
出席し、我が国の知見・技術・経験等を発信し、
同大震災を始めとした幾多の災害から得られた知
見・教訓等を国際社会と共有することを通じて、
国際防災協力の推進に努めたい。その際、出席の
必要性・意義等を十分に検討した上で、必要最小
限の人数に出張者を絞るなど、予算の適切な執行
に努めてまいりたい。

〃
東日本大震災
復興特別会計

（項）防災政策費
（大事項）防災基本政策に必要な経費

新24-
0019

前年度新規

0044
東日本大震災を受けたアジア・太平洋地域防
災力強化事業に必要な経費

99 99 37 現状通り

平成24年度限りの事業だが、今後の関係施策の推
進に資するよう、国連国際防災戦略事務局への拠
出金に係る使途の決定プロセスや支出目的につい
て明確にすべき。

- - - - 廃止

平成26年度概算要求なし。平成24年度限りの事業
であるが、平成27年３月に仙台市において開催さ
れる第３回国連防災世界会議の開催準備及び「兵
庫行動枠組」（2005年から2015年までの国際社会
における防災活動の基本指針）の後継枠組の策定
支援及び我が国の意見反映のため、国連防災戦略
事務局と使途について調整のうえ、引き続き一般
会計において国際防災戦略事務局への拠出を行
い、国際防災協力の推進に努めてまいりたい。

〃 〃 〃
新24-
0020

前年度新規

施策名：３３ 災害復旧・復興に関する施策の推進（政策１０－施策③）

0045
災害復旧・復興に関する施策の推進に必要な
経費

43 43 20
事業内容の改

善
執行実績に見合う予算計上となっているかどうか
検討すべき。

46 60 15 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、執
行実績に見合う予算計上や予算の効率的執行に努
めたい。

政策統括官（防
災担当）

一般会計
（項）防災政策費
（大事項）防災基本政策の企画立案等に必要
な経費

0067

施策名：３４ 防災行政の総合的推進（防災基本計画）（政策１０－施策④）

0046 防災基本政策の企画立案等に必要な経費 247 247 199 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

226 217 ▲ 9 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、予
算の効率的執行に努めたい。

政策統括官（防
災担当）

一般会計
（項）防災政策費
（大事項）防災基本政策の企画立案等に必要
な経費

0061、
0069

0047 被災者生活再建支援法施行に要する経費 600 184,839 44,705 現状通り

引き続き、補助金の交付先である被災者生活再建
支援法人（(財)都道府県会館）から被災者への支
援金の支出状況の把握に努め、制度の円滑な運用
に留意すべき。

600 600 - - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、適
正な予算の執行に努めたい。

経済危機対応・地域活
性化予備費
2,082百万円

〃 〃 〃
0070、
0071

○

0048
南海トラフの巨大地震及び首都直下地震に関
する応急対策活動の具体計画策定等検討経費

- 39 33 現状通り
今後の関係施策の推進に資するよう、他事業との
関係性について整理すべき。

10 50 40 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、他
事業との関係性について、整理するとともに、適
正な予算の執行に努めたい。

経済危機対応・地域活
性化予備費
39百万円
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」50百万円

〃 〃 〃 0069 前年度新規

0049 防災計画の推進経費 - 30 4 現状通り
今後の関係施策の推進に資するよう、他事業との
関係性について整理すべき。

52 10 ▲ 42 - 現状通り

今後、官民連携した社会全体としての事業継続体
制を構築するため、行政における業務継続体制の
充実・強化（防災計画の推進経費）と民間企業に
おける事業継続体制の充実・強化（民間と市場の
力を活かした安全な地域づくり経費）を合わせ
て、「社会全体としての事業継続体制の構築推進
経費」として新規要求を行う。

経済危機対応・地域活
性化予備費
30百万円

〃 〃 〃 0069 前年度新規

0050 避難に関する総合的対策の推進経費 45 45 43 現状通り

平成24年度限りの事業だが、今後の関係施策の推
進に資するよう、高齢者・障害者のみに特化した
施策と被災者全員を対象とする「長期避難時の生
活環境確保」という施策の整合性について整理す
べき。

- - - - 廃止 平成24年度限り。平成26年度概算要求なし。 〃
東日本大震災
復興特別会計

（項）防災政策費
（大事項）防災基本政策に必要な経費

新24-
0021

前年度新規

施策名：３５ 地震対策等の推進（政策１０－施策⑤）

0051 地震対策等の推進に必要な経費 479 489 516
事業内容の改

善
執行実績に見合う予算計上となっているかどうか
検討すべき。

442 349 ▲ 92 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、執
行実績に見合う予算計上や予算の効率的執行に努
めたい。

経済危機対応・地域活
性化予備費
10百万円
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」45百万円

政策統括官（防
災担当）

一般会計
（項）防災政策費
（大事項）防災基本政策の企画立案等に必要
な経費

0076

0052 総合防災情報システムの整備経費 319 473 351 現状通り
引き続き、総合防災情報システムの更なる活用を
図るとともに、内閣府CIO補佐官の助言を得なが
ら、効率的な予算執行に取り組むべき。

308 328 20 - 現状通り

民間・他省庁との連携、都道府県等自治体と共有
できるシステムの整備を進め、総合防災情報シス
テムの更なる活用を図る。また、内閣府ＣＩＯ補
佐官の助言を得つつ、効率的な予算執行に取り組
む。

経済危機対応・地域活
性化予備費
21百万円
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」223百万円

〃 〃 〃 0077

0053 津波対策推進事業費補助金 155 123 102 現状通り
平成24年度限りの事業だが、今後の関係施策の推
進に資するよう、事業の透明性の担保に努めるべ
き。

- - - - 廃止 平成24年度限り。平成26年度概算要求なし。 〃
東日本大震災
復興特別会計

（項）防災政策費
（大事項）防災基本政策に必要な経費

新24-
0022

前年度新規 ○

0054
地図情報の活用による災害応急体制の確立方
策に係る調査経費

27 27 9 現状通り
平成24年度限りの事業だが、今後の関係施策の推
進に資するよう、事業の成果を適切に活用すべ
き。

- - - - 廃止 平成24年度限り。平成26年度概算要求なし。 〃 〃 〃
新24-
0023

前年度新規

施策名：３６ 沖縄の自主性・自立性の確保に係る施策の推進（政策１１－施策①）

0055 沖縄振興交付金事業推進費 161,867 93,950 89,399 現状通り
事業の有効性について、詳細な分析を行うべき。
また、効果測定や検証を行い、交付金活用のため
のフォローアップを行うべき。

161,311 167,145 5,834 - 現状通り
行政事業レビューチームの所見を踏まえ、県によ
る事業評価について検証等を行い、交付金活用の
ためのフォローアップに努めていく。

24年度1次補正予算
4,411百万円
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」21,965百万円

政策統括官（沖
縄政策担当）
沖縄振興局

一般会計
（項）沖縄振興交付金事業推進費
（大事項）沖縄振興交付金事業の推進に必要
な経費

新24-
0008

前年度新規 ○

施策名：３７ 沖縄振興計画の推進に関する調査（政策１１－施策②）

0056 鉄軌道等導入課題検討基礎調査 100 100 99 現状通り 事業の有効性について、詳細な分析を行うべき。 191 191 0 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見も踏まえ、今
後も事業の有効性の分析に努め、新たな公共交通
システムの導入に関する課題の整理を行ってい
く。

政策統括官（沖
縄政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費
（大事項）沖縄政策の推進に必要な経費

新24-
0005

前年度新規 ○

0057 沖縄振興推進調査費 90 90 32 現状通り

予算の執行状況を踏まえ概算要求を行うととも
に、執行に当たっては更なる経費の効率化に努め
るべき。また、事業の成果について適切に検証す
べき。

60 60 - - 現状通り

外部有識者及び推進チームの所見を踏まえ、平成
25年度の予算執行と情勢を踏まえ、適切な業務執
行が十全にできるよう平成26年度要求を行うとと
もに、執行にあたっては可能な限り経費の効率化
と諸施策等の成果の検証に努めていく。

〃 〃
（項）沖縄振興推進調査費
（大事項）沖縄振興推進調査に必要な経費

新24-
0006

前年度新規 ○
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施策名：３８ 沖縄における社会資本等の整備（政策１１－施策③）

0058 公立文教施設整備に必要な経費 6,293 4,921 4,504 現状通り
引き続き事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況
を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映す
べき。

1,719 8,308 6,589 - 現状通り
子どもの安全性や震災時の避難所としての機能を
確保するための耐震化事業等に必要な経費を要求
している。

24年度1次補正予算
4,383百万円
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」6,761百万円

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄教育振興事業費
（大事項）公立文教施設整備に必要な経費

0095 ○

0059 医師歯科医師等の派遣に必要な経費 14 14 6 現状通り
引き続き事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況
を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映す
べき。

12 4 ▲ 8 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、適
正な予算の執行に努めたい。

〃 〃
（項）沖縄保健衛生諸費
（大事項）医師歯科医師等の派遣に必要な経
費

0097

0060
沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事業
費

2,500 1,526 127 現状通り

事業の有効性について、詳細な分析を行うべき。
また、事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況を
的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映すべ
き。

2,500 2,500 - - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、事
業計画期間終了後、その効果を適切に評価するた
めに、事業の進捗状況を的確に把握するととも
に、今後の事業計画への適切な反映に努めたい。

〃 〃

（項）沖縄北部連携促進特別振興対策特定開
発事業推進費
（大事項）沖縄北部連携促進特別振興対策に
係る特定開発事業の推進に必要な経費

新24-
0009

前年度新規

0061 （建設海岸）海岸事業調査費 3 3 3 現状通り
引き続き事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況
を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映す
べき。

3 3 - - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、適
正な予算の執行に向けた環境整備に努めたい。

〃 〃
（項）沖縄開発事業費
（大事項）海岸事業に必要な経費

0103 ○

0062 （港湾海岸）海岸事業調査費 4 4 4 現状通り
引き続き事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況
を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映す
べき。

4 4 - - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、適
正な予算の執行に努めたい。

〃 〃 〃 0104 ○

0063 水道施設整備に必要な経費 3,678 2,344 2,342 現状通り
引き続き事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況
を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映す
べき。

1,431 2,530 1,099 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、適
正な予算の執行に努めたい。

24年度1次補正予算
1,350百万円
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」1,463百万円

〃 〃
（項）沖縄開発事業費
（大事項）水道施設整備に必要な経費

0105 ○

0064 廃棄物処理施設整備に必要な経費 913 793 750 現状通り
引き続き事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況
を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映す
べき。

1,478 1,551 73 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、適
正な予算の執行に努めたい。

〃 〃
（項）沖縄開発事業費
（大事項）廃棄物処理施設整備に必要な経費

0106 ○

0065
良好で緑豊かな都市空間の形成等のための国
営公園事業に必要な経費

5,062 4,200 4,178 現状通り
引き続き事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況
を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映す
べき。

3,421 3,088 ▲ 333 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、適
正な予算の執行に向けた環境整備に努めたい。

24年度1次補正予算
130百万円
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」50百万円

〃 〃
（項）沖縄開発事業費
（大事項）良好で緑豊かな都市空間の形成等
のための国営公園事業に必要な経費

0107 ○

0066 森林整備事業に必要な経費 549 271 269 現状通り
引き続き事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況
を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映す
べき。

317 270 ▲ 47 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、適
正な予算の執行に努めたい。

24年度1次補正予算
288百万円

〃 〃
（項）沖縄開発事業費
（大事項）森林整備事業に必要な経費

0108 ○

0067 治山事業に必要な経費 882 471 462 現状通り
引き続き事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況
を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映す
べき。

458 288 ▲ 170 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、適
正な予算の執行に努めたい。

24年度1次補正予算
441百万円
経済危機対応・地域活
性化予備費 18百万円

〃 〃
（項）沖縄開発事業費
（大事項）治山事業に必要な経費

0109 ○

0068 水産基盤整備に必要な経費 6,980 4,105 4,026 現状通り
引き続き事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況
を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映す
べき。

4,051 3,863 ▲ 188 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、適
正な予算の執行に努めたい。

24年度1次補正予算
3,061百万円
経済危機対応・地域活
性化予備費 504百万円
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」563百万円

〃 〃
（項）沖縄開発事業費
（大事項）水産基盤整備に必要な経費

0110 ○

0069 農地等保全事業に必要な経費 134 120 120 現状通り
引き続き事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況
を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映す
べき。

55 33 ▲ 22 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、適
正な予算の執行に努めたい。

24年度1次補正予算
47百万円

〃 〃
（項）沖縄開発事業費
（大事項）農地等保全事業に必要な経費

0111 ○

0070
農業生産基盤保全管理・整備事業に必要な経
費

5,965 5,129 4,892 現状通り
引き続き事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況
を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映す
べき。

4,292 5,676 1,384 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、適
正な予算の執行に努めたい。

24年度1次補正予算
1,320百万円

〃 〃
（項）沖縄開発事業費
（大事項）農業生産基盤保全管理・整備事業
に必要な経費

0112 ○

0071
戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業に必要
な経費

5,043 5,388 5,388 現状通り
今後の関係施策の推進に資するよう、事業の成果
について適切に検証すべき。

- - - - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、適
正な予算の執行に努めたい。

〃 〃
（項）沖縄開発事業費
（大事項）戸別所得補償実施円滑化基盤整備
事業に必要な経費

0113 ○

0072 農業競争力強化基盤整備事業に必要な経費 2,390 - - 現状通り
引き続き事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況
を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映す
べき。

6,409 5,434 ▲ 975 - 現状通り

内閣府は、沖縄振興に資する農業基盤整備を推進
する観点から、農林水産省が所管する「農業競争
力強化基盤整備事業」の制度の下に沖縄振興に係
る予算を措置し、農林水産省に予算を移し替えて
執行している。
外部有識者及び行政事業レビュー推進チームの所
見を踏まえ、適正な予算の執行に努めたい。

24年度1次補正予算
2,390百万円
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」1,560百万円

〃 〃
（項）沖縄開発事業費
（大事項）農業競争力強化基盤整備事業に必
要な経費

新25追
加-
0007

前年度新規 ○

0073 社会資本総合整備事業に必要な経費 18,670 29,111 28,724 現状通り
引き続き事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況
を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映す
べき。

18,444 20,783 2,339 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、適
正な予算の執行に向けた環境整備に努めたい。

24年度1次補正予算
772百万円
経済危機対応・地域活
性化予備費 495百万円
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」4,153百万円

〃 〃
（項）沖縄開発事業費
（大事項）社会資本総合整備事業に必要な経
費

0115 ○

0074 公立文教施設整備に必要な経費 3,146 2,581 2,581 現状通り
引き続き事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況
を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映す
べき。

136 916 780 - 現状通り
既存施設の補強や改築など即効性及び緊要性の観
点から絞り込んだ耐震化事業に必要な経費を引き
続き要求している。

〃
東日本大震災
復興特別会計

（項）沖縄教育振興事業費
（大事項）公立文教施設整備に必要な経費

新24-
0024

前年度新規 ○

0075 社会資本総合整備事業に必要な経費 274 27 27 現状通り
今後の関係施策の推進に資するよう、事業の成果
について適切に検証すべき。

- - - - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、今
後の関係施策の推進に資するよう、事業成果の適
切な検証に努めたい。

〃 〃
（項）沖縄開発事業費
（大事項）社会資本総合整備事業に必要な経
費

新24-
0025

前年度新規 ○

施策名：３９ 沖縄の特殊事情に伴う特別対策（政策１１－施策④）

0076 駐留軍用地跡地利用推進に必要な経費 71 71 55 現状通り 引き続きシステムの効率的な運用を図るべき。 64 78 14 - 現状通り 引き続き効率的なシステムの運用に努めていく。
政策統括官（沖
縄担当）

一般会計
（項）沖縄政策費
（大事項）沖縄政策の推進に必要な経費

0082 ○

0077
沖縄米軍基地所在市町村活性化特別事業に必
要な経費

2,607 1,291 1,287 現状通り
事業の有効性・成果について、詳細な分析を行う
べき。

1,950 - ▲ 1,950 - 現状通り
施設等の完成・稼働後、その実績を踏まえつつ、
成果等について所要の分析を行っていく。

〃 〃

（項）沖縄米軍基地所在市町村活性化特別事
業費
（大事項）沖縄米軍基地所在市町村活性化特
別事業に必要な経費

0090 ○

0078 沖縄の特殊事情に伴う特別対策に必要な経費 2,304 2,304 953 現状通り
事業の進捗状況を把握し、適切な予算の執行とな
るよう指導・監督すべき。

1,608 1,008 ▲ 600 - 現状通り

沖縄振興施策に対し政策金融面から支援するため
に行われる融資等を適正かつ円滑に実施するた
め、沖縄の経済・金利・社会情勢等を踏まえた事
業計画額を要求するとともに、貸出金償却等の見
込みについて決算実績等を踏まえた算出を行いつ
つ適切な見積もりに努める。

24年度1次補正予算
900百万円

沖縄振興局 〃
（項）沖縄政策費
（大事項）沖縄政策の推進に必要な経費

0117 ○
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0079
沖縄科学技術大学院大学学園に必要な経費
（政策評価対象）

14,820 10,982 10,921 現状通り
事業の有効性について、詳細な分析を行うべき。
また、事業の成果を評価・検証する手法をさらに
検討すべき。

10,257 19,831 9,574 - 現状通り

沖縄科学技術大学院大学（OIST）は、沖縄の振興
と自立的発展に寄与するという目的のため、沖縄
県や県内他大学等と連携し、県内外研究機関や民
間企業との共同研究など、沖縄における知的・産
業クラスターの形成に取り組んできているが、そ
の効果的な推進を図るためには、関係機関との連
携強化が課題であり、今後、県、OIST、研究機
関、企業等の関係者からなるプラットフォームの
設置や、OISTにおける沖縄の振興に資する研究の
更なる推進、第３研究棟におけるトランスファー
ゾーンの整備など、取組を強化することとしてい
る。内閣府としては、こうした沖縄振興に係る事
業も含めて、学園に対しては前年度の取組、指
標、実績等について提出させ、それを基に、外部
有識者からなる「沖縄科学技術大学院大学学園に
関する有識者懇談会」において、学園の事業成果
について議論を行い、その結果も踏まえた上で26
年度概算要求を行ったところである。今後とも、
事業の有効性の詳細な分析と事業成果の評価・検
証を適切に実施していきたい。

24年度1次補正予算
4,671百万円
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」9,238百万円

〃 〃
（項）沖縄政策費
（大事項）沖縄科学技術大学院大学学園に必
要な経費

0118 その他 ○

0080 沖縄北部連携促進特別振興事業費 2,500 105 51 現状通り
事業の有効性・成果について、詳細な分析を行う
べき。

2,500 2,500 - - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、今
後の事業への適切な反映に努めたい。

政策統括官（沖
縄政策担当）

〃
（項）沖縄北部連携促進特別振興事業費
（大事項）沖縄北部連携促進特別振興事業に
必要な経緯

新24-
0007

前年度新規 ○

施策名：４０ 沖縄の戦後処理対策（政策１１－施策⑤）

0081 沖縄の戦後処理対策に必要な経費 2,476 2,526 1,999 現状通り
不発弾処理事業の進捗状況を把握するとともに、
事業のより一層の推進に努めるべき。

2,615 2,633 18 - 現状通り

　戦後処理対策予算の大宗を占める不発弾処理事
業においては、前年度事業の実績報告を受け、制
度を利用しやすいよう改善策を講じて事業を行っ
ている。改善後の磁気探査申請状況を適宜把握す
るとともに、県市町村とも調整を行い、不発弾対
策をより効率的に促進させるため必要な経費を要
求している。
　他の事業についても、沖縄総合事務局や県等関
係者から、事業の進捗状況または給付金受給者の
現況等を聴取するとともに調整の上、各事業に必
要な経費を要求している。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費
（大事項）沖縄政策の推進に必要な経費

0119 ○ ○

施策名：４１ 子ども・若者育成支援の総合的推進（政策１２－施策①）

施策名：４２ 青少年インターネット環境整備の総合的推進（青少年インターネット環境整備基本計画）（政策１２－施策②）

施策名：４３ 子ども・子育て支援の総合的推進（政策１２－施策③）

施策名：４４ 子ども・子育て支援、子ども若者育成支援に関する広報啓発、調査研究等（政策１２－施策④）

0082 子ども・若者育成支援推進経費 274 274 241 現状通り
引き続き、関係各所で活用される調査をするこ
と。また、効果的・効率的な執行実績を概算要求
に反映させること。

311 301 ▲ 11 ▲ 11 縮減

今後も各府省における本事業成果の活用状況をな
お一層把握することに努め、事業の効果的な遂行
に資するものとする。
調査研究に関しては、調査結果が官民の取組にお
いて基礎的なデータとして広く活用されているこ
とや、有識者検討会等において活用されている状
況を踏まえた上で、真に必要な調査研究となるよ
う調査内容の見直しを行ったほか、調査方法の効
率化を行い、平成26年度概算要求に反映させた。
その他、事業の効果や執行実績等を精査した上
で、例えば、子ども・若者支援地域協議会の体制
整備事業に関しては、地域ネットワークを通じて
困難を有する子ども・若者への効果的な支援を推
進するため、各地方公共団体の実情に応じた設置
促進を効果的に図るための抜本的な見直しを行
い、その結果を平成26年度概算要求に反映させ
た。

政策統括官（共
生社会政策担
当）

一般会計
（項）共生社会政策費
（大事項）共生社会政策の企画立案等に必要
な経費

0121

0083 少子化社会対策推進経費 68 68 41 現状通り

子ども子育て新制度施行に向けて、必要な準備を
計画的に着実に進めていくように努めること。ま
た、引き続き行う広報啓発事業などについては、
実績を踏まえ、効果的・効率的な執行を行うこ
と。

219 960 741 - 現状通り

子ども子育て新制度施行に向けて、必要な準備を
計画的に着実に進めていくように努めるととも
に、地域・少子化危機突破プログラム等の緊急対
策に取り組む。また、引き続き行う広報啓発事業
などについては、実績を踏まえ、効果的・効率的
な執行を行う。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」751百万円

〃 〃 〃 0122

施策名：４５ 食育の総合的推進（食育推進基本計画）（政策１２－施策⑤）

施策名：４６ 食育に関する広報啓発、調査研究等（政策１２－施策⑥）

0084 食育推進経費 41 41 47
事業内容の改

善

引き続き、関係各所と協力のうえ、効果的な事業
を行うこと。また、予算の範囲内に収まるよう事
業の実施について効率化に努めること。

38 41 3 - 執行等改善

レビューチームの指摘を踏まえ、引き続き、関係
各所と協力のうえ、効果的な事業を行うととも
に、予算の範囲内に収まるよう効率的な事業内容
の改善を実施する。

政策統括官（共
生社会政策担
当）

一般会計
（項）共生社会政策費
（大事項）共生社会政策の企画立案等に必要
な経費

0123

施策名：４７ 高齢社会対策の総合的推進（高齢社会対策大綱）（政策１２－施策⑦）

施策名：４８ 高齢社会対策に関する広報啓発、調査研究等（政策１２－施策⑧）

0085 高齢社会対策推進経費 46 46 40
事業内容の改

善

社会参加したいと思う高齢者の割合が前年度以上
にならず、成果目標を達成できなかった結果を分
析し必要な見直しを図ること。また、執行実績を
概算要求に反映させること。

43 42 ▲ 1 ▲ 2 縮減
執行実績を踏まえて、高齢社会フォーラムの実施
方法を直接実施から委託実施に変更したほか、報
告書等の作成部数の縮減を行った。

政策統括官（共
生社会政策担
当）

一般会計
（項）共生社会政策費
（大事項）共生社会政策の企画立案等に必要
な経費

0124

施策名：４９ バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進に関する広報啓発、調査研究等（政策１２－施策⑨）

0086
バリアフリー・ユニバーサルデザイン施策推
進経費

6 6 3 現状通り 引き続き、効果的・効率的な執行に努めること。 5 5 ▲ 0 - 現状通り
レビューチームの指摘を踏まえ、引き続き、効果
的・効率的な執行を実施。

政策統括官（共
生社会政策担
当）

一般会計
（項）共生社会政策費
（大事項）共生社会政策の企画立案等に必要
な経費

0125

施策名：５０ 障害者施策の総合的推進（障害者基本計画）（政策１２－施策⑩）

施策名：５１ 障害者施策に関する広報啓発、調査研究等（政策１２－施策⑪）

0087 障害者施策推進経費 47 47 38 現状通り

引き続き、効果的・効率的な執行に努め、執行実
績を概算要求に反映させること。また、平成２８
年４月に施行予定の“障がいを理由とする差別の
解消の推進に関する法律”に係る事業については
計画的に実施していくこと。

93 98 5 ▲ 4 縮減

既存の事業については検討会の見直しを行うなど
事業効果等に留意しつつ事業の縮減を行った。
平成２８年４月施行の「障害を理由とする差別の
解消の推進に関する法律」に関しては、その円滑
な施行に向けて、広報・啓発事業を始め、ガイド
ラインの作成や「障害者差別解消支援地域協議
会」体制整備に関する支援等のために必要な事業
経費を要求している。

政策統括官（共
生社会政策担
当）

一般会計
（項）共生社会政策費
（大事項）共生社会政策の企画立案等に必要
な経費

0126

施策名：５２ 交通安全対策の総合的推進（交通安全基本計画）（政策１２－施策⑫）
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施策名：５３ 交通安全対策に関する広報啓発、調査研究等（政策１２－施策⑬）

0088 交通安全対策推進経費 154 154 109
事業全体の抜
本的改善

公開プロセスの結果を踏まえ、事業の見直しを行
い、概算要求に反映させること。

144 123 ▲ 20 ▲ 12 縮減

公開プロセスの結果を踏まえ、主管省庁、地方自
治体との役割分担を考慮した見直しとして、地域
の実情を踏まえた上で当該地域において必要な交
通安全に資する事業を実施することとし、「地域
交通安全コーディネーター育成事業」を平成25年
度限りで廃止する。
また、事業実施回数の削減や経費の縮減により全
体事業費を縮減した。

政策統括官（共
生社会政策担
当）

一般会計
（項）共生社会政策費
（大事項）共生社会政策の企画立案等に必要
な経費

0127 その他

施策名：５４ 犯罪被害者等施策の総合的推進（犯罪被害者等基本計画）（政策１２－施策⑭）

施策名：５５ 犯罪被害者等施策に関する広報啓発・連携推進等（政策１２－施策⑮）

0089 犯罪被害者等施策推進経費 63 63 37
事業全体の抜
本的改善

公開プロセスの結果を踏まえ、事業の見直しを行
い、概算要求に反映させること。

57 51 ▲ 6 ▲ 9 縮減

地方自治体等の犯罪被害者等支援体制の整備は重
要であるも、現状の当室の取組が最適か、本来的
には地方自治体において行われるべき事業ではな
いか等の有識者のコメントがあったことを踏ま
え、今後内閣府としては、現状存在する犯罪被害
者等支援体制の地域間格差を解消し、全体として
の支援水準の底上げを目指すこととし、既存の地
方公共団体との研修事業及びワークショップ事業
経費については、各地域の状況・ニーズに応じた
より柔軟な働きかけが行えるよう、「地域におけ
る犯罪被害者等支援体制の整備促進」経費として
要求することにした。

政策統括官（共
生社会政策担
当）

一般会計
（項）共生社会政策費
（大事項）共生社会政策の企画立案等に必要
な経費

0128 その他

施策名：５６ 自殺対策の総合的推進（自殺総合対策大綱）（政策１２－施策⑯）

施策名：５７ 自殺対策に関する広報啓発、調査研究等（政策１２－施策⑰）

0090 自殺対策推進経費 211 211 120 現状通り
自殺総合対策理解促進事業の効果を検証し、より
効果的・効率的な執行に努めること。また、執行
実績を概算要求に反映させること。

205 184 ▲ 21 ▲ 0 縮減

特設ページへのアクセス数や統一ダイヤルの受信
件数を確認するなどにより、事業の広報効果を検
証しつつ、効果的・効率的な事業の実施に努めて
いる。
また、概算要求において、広報・啓発の執行実績
に合わせ単価の見直しを行い、一部概算要求額の
減額を行った。

政策統括官（共
生社会政策担
当）

一般会計
（項）共生社会政策費
（大事項）共生社会政策の企画立案等に必要
な経費

0129

0091
地域自殺対策緊急強化事業
（地域自殺対策緊急強化基金）

3,020 3,020 3,020 現状通り

基金の運用について、より効果的・効率的な事業
の実施を図るため、引き続き優良事例の周知を行
うなど、さらなる地域における取組を進展させる
こと。

- - - - 現状通り

取組事例集を作成して優良事例の周知を行うな
ど、地域における取組の促進を図っている。
また、より効果的・効率的な事業の実施を図るこ
とも含め、内閣府において有識者による会議を開
催して事業の検証及び評価を行っている。

24年度1次補正予算
3,020百万円

〃 〃 〃 0130

施策名：５８ 青少年国際交流の推進（政策１２－施策⑱）

0092 青年国際交流経費 1,312 1,312 1,333 現状通り

事業効果の取りまとめ・点検を行った結果を、レ
ビューに反映させるなど、国民に分かりやすく公
表していくこと。また、引き続き効果的、効率的
な執行に努め、予算の範囲内の執行に努めるこ
と。

1,052 1,344 293 - 現状通り
有識者による「企画・評価委員会」を実施し、Ｐ
ＤＣＡサイクルの強化、効果の「見える化」の検
討を行う。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」503百万円

政策統括官（共
生社会政策担
当）

一般会計
（項）共生社会政策費
（大事項）共生社会政策の企画立案等に必要
な経費

0131

施策名：５９ 栄典事務の適切な遂行（政策１３－施策①）

0093 栄典事務の適切な遂行に必要な経費 2,554 2,554 2,546 現状通り
引き続き、価格交渉を行い、経費の削減を図るこ
と。また、外部有識者の所見を踏まえ、今後の事
業の進め方について必ず検討すること。

2,579 2,628 49 - 執行等改善

引き続き、価格交渉し、勲章章身等の要求単価の
見直しを行い、概算要求に反映させた。
また、一部の調達については、競争性のある随意
契約（公募方式）への変更を行うことで、競争性
を高めているところではあるが、外部有識者の所
見を踏まえ、事業者の選定の可能性について更に
検討を行う。

賞勲局 一般会計
（項）栄典行政費
（大事項）栄典事務の適切な遂行に必要な経
費

0132 その他

施策名：６０ 男女共同参画に関する普及・啓発（政策１４－施策①）

0094
男女共同参画に関する普及・啓発に必要な経
費

19 19 25
事業内容の改

善

事業を効果的・効率的に行うよう努めること。特
に、予算の範囲内に収まるよう、実績を分析し事
業実施に当たり改善すること。

21 21 ▲ 0 - 執行等改善
所見を踏まえ、適正な事業の実施、予算の範囲内
での執行に努めたい。

男女共同参画局 一般会計
（項）男女共同参画社会形成促進費
（大事項）男女共同参画社会の形成の促進に
必要な経費

0133

施策名：６１ 男女共同参画を促進するための地方公共団体・民間団体等との連携（政策１４－施策②）

0095
男女共同参画を促進するための地方公共団
体・民間団体等との連携に必要な経費

90 90 64 現状通り
引き続き、効果的・効率的な事業の実施に努める
こと。また、執行実績を概算要求に反映させるこ
と。

75 52 ▲ 23 ▲ 32 縮減
所見を踏まえ、執行実績の概算要求への反映に努
めたところである。引き続き、適正な事業の実施
を進めたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」10百万円

男女共同参画局 一般会計
（項）男女共同参画社会形成促進費
（大事項）男女共同参画社会の形成の促進に
必要な経費

0134

施策名：６２ 国際交流・国際協力の促進（政策１４－施策③）

0096 国際交流・国際協力の促進に必要な経費 22 22 16 現状通り
引き続き、効果的・効率的な旅費執行に努めるこ
と。また、執行実績を概算要求に反映させるこ
と。

20 19 ▲ 1 ▲ 1 縮減
所見を踏まえ、執行実績の概算要求への反映に努
めたところである。引き続き、適正な事業の実施
を進めたい。

男女共同参画局 一般会計
（項）男女共同参画社会形成促進費
（大事項）男女共同参画社会の形成の促進に
必要な経費

0135

施策名：６３ 女性に対する暴力の根絶に向けた取組（政策１４－施策④）

0097
女性に対する暴力の根絶に向けた取組に必要
な経費

75 75 55
事業内容の改

善

引き続き、効果的・効率的な事業の実施に努める
こと。また、外部有識者の所見を踏まえ、今後の
事業について検討することとし、執行実績を概算
要求に反映させること。

61 81 20 - 執行等改善
所見を踏まえ、執行実績の概算要求への反映に努
めたところである。引き続き、適正な事業の実施
を進めたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」10百万円

男女共同参画局 一般会計
（項）男女共同参画社会形成促進費
（大事項）男女共同参画社会の形成の促進に
必要な経費

0136 その他

施策名：６４ 女性の参画の拡大に向けた取組（政策１４－施策⑤）

0098 女性の参画の拡大に向けた取組に必要な経費 15 15 10 現状通り
引き続き、効果的・効率的な事業の実施に努める
こと。また、執行実績を概算要求に反映させるこ
と。

3 15 13 - 現状通り
所見を踏まえ、執行実績の概算要求への反映に努
めたところである。引き続き、適正な事業の実施
を進めたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」13百万円

男女共同参画局 一般会計
（項）男女共同参画社会形成促進費
（大事項）男女共同参画社会の形成の促進に
必要な経費

0138

施策名：６５ 仕事と生活の調和の推進（政策１４－施策⑥）

0099 仕事と生活の調和の推進に必要な経費 19 19 13 現状通り

ワーク・ライフ・バランスの取組について、関係
者の連携推進等の情報の共有化の効果を検証する
こと。また、引き続き、効果的・効率的な事業の
実施に努めること。

22 29 7 - 現状通り
所見を踏まえ、引き続き適正な事業の実施、事業
成果の検証に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」9百万円

男女共同参画局 一般会計
（項）男女共同参画社会形成促進費
（大事項）男女共同参画社会の形成の促進に
必要な経費

0140

施策名：６６ 東日本大震災による女性の悩み・暴力に関する相談事業（政策１４－施策⑦）

施策名：６７ 食品健康影響評価技術研究の推進（政策１５－施策①）

0100 食品健康影響評価技術の研究に必要な経費 211 211 208 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、経費の適正な
執行、研究の成果の有効活用に留意すべき。

190 199 9 ▲ 17 縮減

「食品の安全性の確保のための調査・研究の推進
の方向性」に基づき、リスク評価への有用性の観
点から新規採択を行っており、研究の進捗状況調
査の実施などにより、研究の進行管理を行うとと
もに、各経費の執行について、実地指導による使
途、使用時期、管理状況等の把握を行い、適正化
に努め、予算の効率的執行を行っている。
２６年度概算要求においては、事業計画の見直し
により削減した。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」27百万円

食品安全委員会 一般会計
（項）食品安全政策費
（大事項）食品健康影響評価技術の研究に必
要な経費

0143 ○

施策名：６８ 食品安全の確保に必要な総合的施策の推進（政策１５－施策②）
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0101 リスクコミュニケーション実施経費 26 26 16 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

27 36 10 ▲ 7 縮減

引き続き、一般競争入札による業者選定を行うな
ど、契約における競争性の確保や適切な進捗管理
に努めていく。行政事業レビュー推進チームの所
見等を踏まえ、予算の効率的執行に留意しつつ、
事業内容の見直しを図り、謝金、旅費、庁費等の
経費を削減した。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」16百万円

食品安全委員会 一般会計
（項）食品安全政策費
（大事項）食品安全の確保に必要な経費

0144

施策名：６９ 新しい公益法人制度への円滑な移行と適正な法人運営の確保（政策１６－施策①）

0102 公益法人制度改革等の推進に必要な経費 84 84 80 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

130 97 ▲ 34 - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意する。

公益認定等委員
会

一般会計
（項）公益法人制度改革推進費
（大事項）公益法人制度改革等の推進に必要
な経費

0145

施策名：７０ 特例民法法人の監督に関する関係行政機関の事務の調整（政策１６－施策②）

施策名：７１ 経済社会活動の総合的研究（政策１７－施策①）

0103 経済社会活動の総合的研究に必要な経費 467 467 360 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

386 340 ▲ 47 ▲ 47 縮減
引き続き事業の適切な進捗管理、予算の効率的執
行に留意する。

経済社会総合研
究所

一般会計
（項）経済社会総合研究所
（大事項）経済社会活動の研究等に必要な経
費

0146 ○

施策名：７２ 国民経済計算（政策１７－施策②）

0104 国民経済計算に必要な経費 251 251 192 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

234 218 ▲ 17 ▲ 17 縮減
引き続き事業の適切な進捗管理、予算の効率的執
行に留意する。

経済社会総合研
究所

一般会計
（項）経済社会総合研究所
（大事項）経済社会活動の研究等に必要な経
費

0147 ○

施策名：７３ 人材育成、能力開発（政策１７－施策③）

0105 経済研修所運営に必要な経費 13 13 9 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

13 13 0 - 現状通り
引き続き事業の適切な進捗管理、予算の効率的執
行に留意する。

経済社会総合研
究所

一般会計
（項）経済社会総合研究所
（大事項）経済社会活動の研究等に必要な経
費

0148

施策名：７４ 迎賓施設の適切な運営（政策１８－施策①）

0106 赤坂迎賓館参観経費 15 15 16
事業内容の改

善

引き続き、効果的・効率的な事業の実施に努める
こと。特に、予算の範囲内に収まるよう、事業内
容の見直しに努めること。

15 15 ▲ 0 - 執行等改善
事業内容の見直し等に努め、効果的・効率的な予
算を要求する。

迎賓館 一般会計
（項）迎賓施設運営費
（大事項）迎賓施設の運営に必要な経費

0150

0107 京都迎賓館参観経費 14 14 14 現状通り
引き続き、効果的・効率的な事業の実施に努める
こと。

14 13 ▲ 1 - 現状通り
実績を反映しつつ、効果的・効率的な予算を要求
する

〃 〃 〃 0151

施策名：７５ 北方領土問題解決促進のための施策の推進（政策１９－施策①）

0108 北方領土返還要求運動推進等経費 197 197 173 現状通り

引き続きコスト削減に取り組みつつ、一部の契約
に１者応札となっている案件が見受けられること
から、競争参加条件等のより一層の見直しを図る
など、契約の競争性、透明性を確保すべき。

75 96 21 ▲ 23 縮減

契約に当たっては、1社応札の解消のため、仕様書
の見直しを行う等、より一層の競争性、透明性の
確保に努める。
既存の事業については、その効果を検証し見直し
を行ったうえで継続要求の必要な経費については
要求を行うなど、縮減を図ったところである。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」 45百万円

北方対策本部 一般会計
（項）北方対策本部
（大事項）北方領土問題対策に必要な経費

0154 ○

施策名：７６ 国際平和協力業務等の推進（政策２０－施策①）

0110 国際平和協力隊の派遣等経費 249 246 173 現状通り
予算の執行状況を踏まえ概算要求を行うととも
に、執行に当たっては更なる経費の効率化に努め
るべき。

224 154 ▲ 69 - 現状通り 引き続き効率的な執行に努める。
国際平和協力本
部

一般会計
（項）国際平和協力本部
（大事項）国際平和協力業務の実施等に必要
な経費

0156

0111 国際平和協力のための人材育成経費 41 41 34 現状通り

引き続き、元国際平和協力研究員との連携強化・
連絡体制の維持を行い、人材育成事業の効果や政
策等への反映状況について評価・検証を行うべ
き。

43 49 6 - 現状通り 引き続き効率的な執行に努める。 〃 〃 〃 0157

0112 人道救援物資備蓄経費 102 102 97 現状通り
引き続き、備蓄物資については、調達における競
争性・透明性の確保を行い、地方自治体との相互
融通を含め、予算の効率的な執行に留意すべき。

116 147 31 - 現状通り 引き続き効率的な執行に努める。 〃 〃 〃 0158

施策名：７７　科学に関する重要事項の審議及び研究の連絡（政策２１－施策①）

0113 各国アカデミーとの交流等の国際的な活動 196 196 172 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

184 174 ▲ 10 - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に努
める。

日本学術会議 一般会計
（項）日本学術会議
（大事項）科学に関する重要事項の審議等に
必要な経費

0159

0114 科学の役割についての普及・啓発 3 3 2 現状通り
引き続き事業の適切な進捗管理、予算の効率的執
行に留意すべき。

3 34 31 - 現状通り
引き続き事業の適切な進捗管理、予算の効率的執
行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」30百万円

〃 〃 〃 0160

0115 科学者間ネットワークの構築 8 8 6 現状通り
引き続き事業の適切な進捗管理、予算の効率的執
行に留意すべき。

8 8 0 - 現状通り
引き続き事業の適切な進捗管理、予算の効率的執
行に努める。

〃 〃 〃 0161

施策名：７８ 民間人材登用等の推進（政策２２－施策①）

いずれの施策にも関連しないもの

0036 地域自主戦略の推進に必要な経費 675,439 627,346 622,347 現状通り 引き続き事業効果の把握に努めるべき。 - - - - 現状通り 24年度限りで廃止。
経済危機対応・地域活
性化予備費
20,819百万円

地方分権改革推
進室
地域自主戦略交
付金業務室

一般会計
（項）地域自主戦略推進費
（大事項）地域自主戦略の推進に必要な経費

0053 ○

0109 北方地域旧漁業権者等貸付事業に必要な経費 164 164 164 現状通り
リスク管理債権比率を抑え、財務体質の健全性を
維持し、引き続き事業の適正な運営に努めるべ
き。

154 146 ▲ 7 - 現状通り 引き続き効率的な執行に努める。 北方対策本部 〃
（項）北方対策本部
（大事項）北方領土問題対策に必要な経費

0155 ○

0116 拉致被害者等の支援に必要な経費 34 34 9 現状通り
引き続き、未帰国家族分については、予備的計上
となることから家族数等十分な検討を行い計上す
べきである。

33 34 1 - 現状通り

未帰国家族分については、帰住した際に、早急な
支援が求められることから、十分な予算を確保す
る必要があるため、昨年度と同様に２家族分を予
算計上した。

大臣官房 〃
（項）内閣本府共通費
（大事項）拉致被害者等の支援に必要な経費

0001 ○

0117 内閣本府庁舎等施設の整備に必要な経費 481 103 72 現状通り
引き続き、実用的・効率的な整備を行い、後年度
の保全経費等の負担も考慮し実施に努めること。

389 49 ▲ 339 - 現状通り
実用的・効率的な整備を行うため、中長期の整備
計画に基づき事業を行うこととした。

24年度1次補正予算
57百万円

〃 〃
（項）内閣本府施設費
（大事項）内閣本府施設整備に必要な経費

0002

0118
独立行政法人国立公文書館運営費交付金に必
要な経費

1,945 1,945 1,945
事業内容の改

善
更なる業務運営の効率化を目指し、引き続きコス
ト削減に取り組むべき。

1,944 1,920 ▲ 25 ▲ 2 縮減

平成26年度収入予算は対前年度比10.7%増を図る。
なお、今後も事業収入の拡充に向けた検討をおこ
なっていくとともに、引き続きコスト削減に向け
た取組を実施していく。

〃 〃
（項）独立行政法人国立公文書館運営費
（大事項）独立行政法人国立公文書館運営費
交付金に必要な経費

0003 その他

0119
独立行政法人国立公文書館施設整備に必要な
経費

253 375 371 現状通り
既存設備の耐用年数や老朽化の状況等を見据え、
整備の優先順位等を精査し、効果的・効率的な整
備の実施に努めるべき。

46 83 37 - 現状通り
適切な特定歴史公文書等の保存管理に向け、設備
の更新時期を見定めつつ、今後も効果的・効率的
な整備の実施に努めていく。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」 83百万円

〃 〃
（項）独立行政法人国立公文書館施設整備費
（大事項）独立行政法人国立公文書館施設整
備に必要な経費

0004 ○

0120
経済財政政策運営の企画立案総合調整に必要
な経費

12 12 11 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

12 15 3 - 現状通り
予算の執行状況、事業の実績を勘案し予算を要求
した。今後も効率的・効果的な予算執行に努めて
まいりたい。

政策統括官（経
済財政運営担
当）

〃
（項）経済財政政策費
（大事項）経済財政政策の企画立案等に必要
な経費

0018

0121 国際経済会議等に必要な経費 63 63 41 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

57 57 0 - 現状通り
ご指摘を踏まえ、予算の効率的執行に努めてまい
りたい。

〃 〃 〃 0019

0122
地域経済活性化支援機構の監督体制等の整備
に必要な経費

2 2 0 現状通り
平成25年度に予算を削減しており、引き続き、事
業の適切な進捗管理、予算の効率的執行に留意す
べき。

1 3 2 - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効率的
執行に努める。

〃 〃 〃 0022
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0123 雇用対策の総合的推進に必要な経費 6 6 7
事業内容の改

善
執行実績に見合う予算計上となっているかどうか
検討すべき。

6 6 0 - 執行等改善

概算要求においては、ジョブ・カード制度の推進
に係る経費について、ジョブ・カード推進協議会
運営の事務局としての役割を果たせるよう会議開
催のための最小限の所要額を要求する。

〃 〃 〃 0024

0124 中長期の経済運営に必要な経費 31 31 26
事業内容の改

善

不落随契が3件発生しており、要因を分析のうえ改
善策を検討し、契約における競争性の確保によ
り、予算の効率的執行に留意すべき。

43 40 ▲ 3 - 執行等改善

業務発注の際には、技術等提案書等に関する事前
説明会や前年度業務成果品の閲覧等を実施し、丁
寧に調査内容を説明する等、入札契約過程におい
てより多くの入札参加者を確保するための措置を
実施する。

政策統括官（経
済社会システム
担当）

〃 〃 0031 ○

0125 市場開放問題苦情処理の推進に必要な経費 0 0 - 現状通り
引き続き、外国企業等からの苦情が発生した場合
には予算の効率的執行に留意すべき。

- - - - 現状通り
平成19年度以降、事案の持ち込み、解決実績とも
無いが、事案が持ち込まれた場合には、予算に効
率的な執行に努める。

〃 〃 〃 0036

0126
「新しい公共」に関わる施策の推進に必要な
経費

48 48 13 現状通り
平成24年度限りの事業だが、事業の成果を適切に
活用すべき。

- - - - 現状通り 事業の成果の適切な活用に努める。 〃 〃 〃 0038 ○

0127
経済財政政策に関する有識者の見解調査・コ
ンセンサス検討経費

11 11 3
事業内容の改

善

執行実績に見合う予算計上となっているかどうか
検討すべき。なお、事業のプロセスに沿った評価
を行うべく、事業目的に対する適切な成果目標を
設定し、事業効果の把握に努めるべき。

10 8 ▲ 2 ▲ 2 縮減
執行実績を踏まえ、減額して予算計上している。
また、成果目標を設定し、事業効果の把握に努め
る。

〃 〃 〃
新24－
0002

前年度新規

0128 経済財政政策の効果分析 15 15 10 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

13 24 10 - 現状通り
今後とも、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に努
める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」10百万円

政策統括官（経
済財政分析担
当）

〃 〃 0040

0129 計量分析一般関連業務 6 6 6 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

6 6 0 - 現状通り
今後とも、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に努
める。

〃 〃 〃 0041 ○

0130
東日本大震災後の日本経済の産業構造・景気
循環分析に必要な経費

9 9 10
事業内容の改

善

執行実績に見合う予算計上となっているかどうか
検討すべき。なお、事業目的に対する適切な成果
目標を設定し、事業効果の把握に努めるべき。ま
た、１者応札については原因を分析し、契約にお
ける競争性の確保により、一層の予算の効率的執
行に留意すべき。

8 8 ▲ 0 - 執行等改善

委託調査の1社応札については、調査実施に不可欠
なデータベースの内容が高度で、対応できる事業
者が少なかったことが一因と考えている。より多
くの事業者が入札に参加し競争性が確保されるよ
う配意してまいりたい。来年度以降の予算につい
ても、効率的執行に留意し、予算要求を行う。ま
た、事業目的に対する適切な成果目標を設定し、
事業効果の把握に努めてまいりたい。

〃 〃 〃
新24－
0003

前年度新規

0131 総合科学技術政策に係る調査等 76 76 61 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

59 55 ▲ 3 ▲ 10 縮減
予算の効率的な執行に留意しつつ、事業の見直し
を図り、科学技術基礎調査等委託費の予算を削減
する。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」4百万円

政策統括官（科
学技術・イノ
ベーション担
当）

〃
（項）科学技術政策費
（大事項）総合科学技術政策の企画立案等に
必要な経費

0054 ○

0132 総合科学技術会議の主体的な国際活動 26 26 12 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

24 20 ▲ 4 ▲ 4 縮減
予算の効率的な執行に留意しつつ、執行率の低い
事業経費の見直しを図り、委員等旅費等の予算を
削減する。

〃 〃 〃 0055

0133 科学技術関係予算の改革 6 6 3 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

5 7 2 - 執行等改善
予算の効率的な執行に留意しつつ、引き続き事業
予算の執行管理を徹底し、効率的、効果的な事業
の実施に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」2百万円

〃 〃 〃 0056

0134 科学技術システム改革の推進 29 29 24 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

17 15 ▲ 2 - 執行等改善
予算の効率的な執行に留意しつつ、引き続き事業
予算の執行管理を徹底し、効率的、効果的な事業
の実施に努める。

〃 〃 〃 0057

0135 革新的研究開発の推進 12 12 11 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

11 35 24 - 執行等改善
予算の効率的な執行に留意しつつ、引き続き事業
予算の執行管理を徹底し、効率的、効果的な事業
の実施に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」13百万円

〃 〃 〃 0058

0136
中央防災無線網の施設整備及び管理に要する
経費

1,555 2,762 2,626 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

986 1,531 545 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、引
き続き、適正な予算の執行に努めたい。

24年度1次補正予算
53百万円
経済危機対応・地域活
性化予備費
245百万円
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」307百万円

政策統括官（防
災担当）

〃

（項）内閣本府施設費
（大事項） 内閣本府施設整備に必要な経費
（項）防災政策費
（大事項）防災基本政策の企画立案等に必要
な経費
（項）東日本大震災復旧・復興防災政策費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る防
災基本政策の企画立案等に必要な経費

0060、
0078

0137 地域防災力向上支援事業費補助金 - 12 12
事業全体の抜
本的改善

事業番号0149における外部有識者の所見を踏ま
え、衛星携帯電話整備という施策自体を抜本的に
見直すべき。

- - - - 廃止 平成24年度限り。平成26年度概算要求なし。 〃 〃

（項）防災政策費
（大事項）防災基本政策の企画立案等に必要
な経費
（項）東日本大震災復旧・復興防災政策費
（大事項）東日本大震災復旧・復興に係る防
災基本政策の企画立案等に必要な経費

0062、
0063

○

0138 災害対策の総合推進調整に必要な経費 220 220 153
事業全体の抜
本的改善

省庁横断的防災対策という要素と突発的防災対策
に対する各省庁で計上すべき予算である要素が混
在しており、前者は一定の予算額を見込むことが
可能であることから事業全体の抜本的な改善をす
べき。

110 - ▲ 110 ▲ 110 廃止
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、当
事業は廃止することとする。

〃 〃
（項）災害対策総合推進調整費
（大事項）災害対策の総合推進調整に必要な
経費

0064 その他

0139 定住外国人施策推進経費 11 11 2 現状通り
引き続き、効果的・効率的な事業の実施に努める
こと。また、執行実績を概算要求に反映させるこ
と。

10 9 ▲ 1 ▲ 3 縮減
日系定住外国人施策に関する有識者会議の開催回
数並びに資料翻訳の見直し等を行い、概算要求額
において約8％の削減を行った。

政策統括官（共
生社会政策担
当）

〃
（項）共生社会政策費
（大事項）共生社会政策の企画立案等に必要
な経費

0120

0140 食品安全確保総合調査費 81 81 61 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

64 97 33 - 現状通り

平成22年12月16日に策定した概ね5年間で必要な調
査・研究についての目標や道筋等となる「食品の
安全性の確保のための調査研究の推進の方向性に
ついて」に基づき計画性・戦略性を持って事業を
実施しており、また、総合評価落札方式を適切に
実施するとともに、競争性を確保するために公告
期間を４週間程度確保している。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」49百万円

食品安全委員会 〃
（項）食品安全政策費
（大事項）食品安全の確保に必要な経費

0141 ○

0141 食品安全行政の充実・強化経費 40 40 32 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

43 43 0 - 執行等改善

国際会議等への委員出席等への支出については、
航空運賃を３社以上からの見積もりを取るなどに
より、経費の節減に努めており、引き続き、予算
の効率的執行に努める。

〃 〃 〃 0142

0142 迎賓館施設整備に必要な経費 150 145 142 現状通り
引き続き、迎賓館の運営に支障の無いよう整備の
実施に努め、後年度の保全経費の負担も考慮し、
改修工事の効果的・効率的な実施に努めること。

100 153 53 - 現状通り
国公賓等の接遇に支障の無いよう改修工事を効率
的・効果的に実施することとした。

24年度1次補正予算
53百万円

迎賓館 〃
（項）内閣本府施設費
（大事項）内閣本府施設整備に必要な経費

0149

0143
独立行政法人北方領土問題対策協会運営費交
付金に必要な経費

1,310 1,310 1,310 現状通り
引き続き各事業について、関係団体と連携を強化
し、より効果的な実施を図るべき。

1,236 1,524 289 ▲ 87 縮減

引続き、関係団体との連携強化を図り、その効果
の検証・見直しを行ったうえで継続要求の必要な
経費については要求を行うなど、縮減を図ったと
ころ。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」 374百万円

北方対策本部 〃

（項）独立行政法人北方領土問題対策協会運
営費
（大事項）独立行政法人北方領土問題対策協
会運営費交付金に必要な経費

0152

0144
独立行政法人北方領土問題対策協会施設整備
に必要な経費

- - - 現状通り
引き続き、今後の関係施策の推進に資するよう、
事業の成果について適切に検証すべき。

54 - ▲ 54 - 現状通り

26年度は保有施設の整備・改修の必要がないこと
から要求は行わないが、所見欄に記載のとおり今
後、関係施策の推進に資する整備及び必要最低限
の整備・改修が必要な場合には要求を行う。

〃 〃

（項）独立行政法人北方領土問題対策協会施
設整備費
（大事項）独立行政法人北方領土問題対策協
会施設整備に必要な経費

0153 ○

0145
地域経済活性化・雇用創出臨時交付金に必要
な経費

1,398,000 - - 現状通り
今後の関係施策の推進に資するよう、事業の成果
について適切に検証すべき。

- - - - 現状通り 平成24年度限りの経費
24年度1次補正予算
1,398,000百万円

地域活性化推進
室

〃
（項）地域経済活性化・雇用創出推進費
（大事項）地域経済活性化・雇用創出臨時交
付金に必要な経費

― 前年度新規 ○
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平成２５年度 平成２６年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

補助
金等

事業
番号

事　　業　　名
平成２４年度
補正後予算額

平成２４年度

担当部局庁
執行可能額

差引き
備　考

評価結果

（単位：百万円）

執行額
会計区分 項・事項

平成24年
レビュー
シート番号

外部有識者チェック対
象（公開プロセス含
む）
※対象となる場合、理
由を記載

行政事業レビュー推進チームの所見
委託
調査

基金
所見の概要 反映内容

Ｃのうち
反映額

0146
パーソナル・サポート・サービスに関する事
業に必要な経費

17 17 8 現状通り
平成24年度限りの事業だが、事業の成果を適切に
活用すべき。

- - - - 現状通り
平成24年度限りの事業であるが、その成果につい
ては、引き続き適切に活用していく。

政策統括官（経
済財政運営担
当）
政策統括官（経
済社会システム
担当）

東日本大震災
復興特別会計

（項）経済財政政策費
（大事項）経済財政政策に関する調査等に必
要な経費

新24-
0011

前年度新規 ○

0147 社会的包摂に関する検討経費 - - - 現状通り
本事業は平成２４年１１月２７日復興推進会議決
定「今後の復興関連予算に関する基本的な考え
方」に基づき全額執行停止となった事業である。

- - - - 現状通り

本事業は平成２４年１１月２７日復興推進会議決
定「今後の復興関連予算に関する基本的な考え
方」に基づき全額執行停止となった事業であるこ
とを踏まえ、２４年度限りの事業とする。

全額執行停止
政策統括官（経
済社会システム
担当）

〃 〃
新24-
0012

前年度新規 ○

0148 中央防災無線網の管理に要する経費 94 94 60 現状通り
平成24年度限りの事業だが、事業の成果を適切に
活用すべき。

- - - - 廃止 平成24年度限り。平成26年度概算要求なし。
政策統括官（防
災担当）

〃
（項）防災政策費
（大事項）防災基本政策に必要な経費

新24-
0015

前年度新規

0149 地域防災力向上支援事業費補助金 181 181 49
事業全体の抜
本的改善

平成24年度限りだが、地方公共団体からの補助申
請が少ない状況に鑑み、衛星携帯電話整備という
施策自体を抜本的に見直すべき。

- - - - 廃止 平成24年度限り。平成26年度概算要求なし。 〃 〃 〃
新24-
0016

前年度新規 ○

0150
震災における男女共同参画の視点からの対応
マニュアル作成・周知経費

10 10 8 現状通り
本事業で得られたことを、今後、関係事業に活か
せるよう検討すること。また、外部有識者の所見
についても必ず検討すること。

- - - - 廃止

　取組指針については、防災部局等と連携し、地
方公共団体に通知したほか、地方公共団体等が主
催する研修・会議等の場を活用して、周知を図っ
ており、今後も様々な機会をとらえて周知するこ
ととしている。平成25年度は、防災部局が全国で
実施するブロック単位の会議において、当該指針
についての説明の機会を設けることを予定してい
る。また、内閣府男女共同参画局が実施する既存
事業の中で、男女共同参画の視点からの防災・復
興も取り上げ、各地域における具体的な取組を推
進することとしている。

男女共同参画局 〃
（項）男女共同参画社会形成促進費
（大事項）男女共同参画社会の形成の促進に
必要な経費

新24-
0026

前年度新規

2,475,223 1,106,586 936,255 341,272 381,686 40,414 ▲ 1,426
12,745 8,080 6,778 136 916 780 -
6,230 5,253 3,759 11,047 20,844 9,797 -

110,822 98,845 94,646 115,745 142,301 26,555
2,280 2,115 1,250 - - -
- - - 3 3 -

2,586,045 1,205,432 1,030,901 457,017 523,986 66,969
15,025 10,194 8,028 136 916 780
6,230 5,253 3,759 11,050 20,847 9,797

注１．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注２．「反映内容」欄の「廃止」、「段階的廃止」、「縮減」、「執行等改善」及び「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

 　　　　「廃止」：行政事業レビューの点検の結果、事業を廃止し平成２６年度予算概算要求において予算要求していないもの。（行政事業レビュー点検以前に平成２４年度末までに廃止されたものは含まない。）

　　　　「段階的廃止」：行政事業レビューの点検の結果、明確な廃止年限を決定するとともに平成２６年度予算概算要求の金額に反映はあるものの、予算要求をしているもの。

 　　　　「縮減」：行政事業レビューの点検の結果、何らかの見直しが行われ平成２６年度予算概算要求の金額に反映を行うもの。

   　　　　「執行等改善」：行政事業レビューの点検の結果、平成２６年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、執行等の改善を行うもの。（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。「今後検討」や「～に向けて努める」などのようなものについては含まない。）　　　　　

　　　　「現状通り」：行政事業レビューの点検の結果、平成２６年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がなかったもの。（廃止、段階的廃止、縮減及び執行等改善以外のもの。）

注３．「外部有識者チェック対象」欄の「前年度新規」、「最終実施年度」、「その他」は、下記のそれぞれの基準に基づき、外部有識者の点検対象事業として選定されたものであることを示している（行政事業レビュー実施要領４（３）を参照）。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるなど、翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。
注４. 「補助金」「委託調査」「基金」欄の「○」は、下記のそれぞれに該当することを示している。

 「委託調査」：委託調査を実施しているもの。
 「補助金等」：「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第２条に規定する補助金等を交付しているもの（行政事業レビューシートの「実施方法」欄の記載とは必ずしも一致しない）。
 「基金」：補助金や出資金により造成された特定の基金（地方公共団体への補助金等により造成された基金を除く）を活用し、特定の事業を実施しているもの。

エネルギー対策特別会計（電源開発促進勘定）

エネルギー対策特別会計（電源開発促進勘定）

東日本大震災復興特別会計

行政事業レビュー対象　計
一般会計

東日本大震災復興特別会計

行政事業レビュー対象外　計
一般会計

合　　　　　計
一般会計

エネルギー対策特別会計（電源開発促進勘定）

東日本大震災復興特別会計
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